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年の 2億人から 2008 年に 9億人へと増大した｡
大量の中間所得階層 (｢ポリュームゾーン｣) の
出現である｡ これによって, 中国, ASEAN4,
NIEs3 の 3 市場が, 2007 年には全世界のマー
ケットシェアの 1/3 を占めることとなった｡
たとえば, 新車の販売台数をみても, 2008 年
から 2009 年にかけて, 米国では 21％減少, 日














日本企業の売上高は 2010 年に国内 57.6％に
対して海外 42.4％となり, そのうちアジア大
洋州においては米州と比肩する 15％となった｡
(JETRO 『世界貿易投資白書』 2011 年)｡ 営業
利益でみると, 図表 2にみられるごとく, 2000
年には国内で約 8 割稼ぎ出していた｡ それが
2008 年リーマンショックで内外逆転となり,
2010 年には 53.1％も海外から利益をあげるこ
とになった｡ そのうち, 半分は, アジア大洋州
地域から稼ぎだされていることに注目すべきで






逆転する勢いである｡ (日本経済新聞 2009 年 6
月 25 日)
新興国市場で利益を稼ぎ出すことによって,
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図表 1 海外で今後 (3 年程度) の事業展開のうち, 海外で拡大する機能
出所：JETRO ｢平成 21 年度日本企業の海外事業展開に関するアンケート調査｣









その他 3.4 (複数回答, N＝524)
無回答 7.3
ホンダ, コマツ, 古川電工, 日本精工等は,
2010 年 3 月期決算で利益の 4～6 割を中国で稼
ぎ出すことになっている｡ (日本経済新聞 2010
年 6 月 1 日) しかし, 中国事業に関しては,
























からわかる｡ 2009 年時点での,“Made by
Japan”なる日系現地製品のボリュームゾーン
に向けてのなお苦戦中がうかがえる｡ 結果,
























97 年度 (582) 76.6 23.4 9.8 3.4 4.8 5.3
98 年度 (593) 73.4 26.6 13.8 4.8 4.4 3.6
99 年度 (643) 75.0 25.0 14.1 2.1 5.0 3.7
2000 年度 (668) 79.9 20.1 10.4 0.7 6.0 3.0
2001 年度 (715) 76.0 24.0 12.4 0.6 6.7 4.2
2002 年度 (728) 72.9 27.1 13.0 2.8 7.2 4.1
2003 年度 (738) 73.3 26.7 11.1 4.3 7.5 3.7
2004 年度 (774) 71.8 28.2 10.9 4.7 8.6 4.0
2005 年度 (804) 70.8 29.2 10.8 4.7 10.0 3.7
2006 年度 (832) 73.5 26.5 9.1 4.1 8.3 5.1
2007 年度 (866) 67.1 32.9 8.7 6.8 12.2 5.2
2008 年度 (890) 47.5 52.5 1.9 3.6 39.4 7.6
2009 年度 (887) 56.5 43.5 9.5 3.0 23.8 7.1
2010 年度 (375) 46.9 53.1 14.1 3.4 24.6 11.1







本 2.5 元という値付けにあった｡ 外資系ビール
メーカーが大瓶 1本 8元で販売するなかで, 驚
異的低価格の値付けであった｡ 上海サントリー
の販社社長・東山総経理 (日本に帰化した中国
人・陳さん) の決断であった｡ しかし, 賃金高
騰の中国で, 今やこの安値販売はシェアは獲得
しても利益は出なくなっている｡ 図表 7にある






1 枚 30 円の紙おむつを小分け販売する｡ ゼブ
ラも, 1 本 50 円 (現地価格並み) のボールペ
ンを発売｡ コクヨもベトナムで 30 円のノート
を発売｡ タカラトミーは, 従来より 8 割安い









たとえば, トヨタでは, 2011 年にはインド市
場向け現地開発車 ｢エティオス｣ を 93 万円で
売り出した｡ 日産も, タイでの現地開発車 ｢マ
イクラ (日本名マーチ)｣ を 76 万円で発売｡ ホ
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図表 3 日中韓主要メーカーの 32 インチ液晶テレビの価格帯別オンライン設置台数 (国美電器)
パナソニック サムソン 海 信
2000～ 4000 元 0 58 150
4000～ 6000 元 21 28 46
6000～ 8000 元 11 20 3
8000～10000 元 6 9 0
10000～12000 元 0 5 0
12000 元以上 2 0 0
[注] 1 元は約 15 円｡
[資料] 国美電器ウェブサイトから作成, 2009 年 9 月 1 日｡
出所：JETRO海外調査部長 高橋俊樹 ｢アジア新興国における日本企業の市場戦略｣
図表 4 日中韓主要メーカーの洗濯機 (ドラム式, 容量 5.2Kg) の価格帯別オンライン設置台数 (国美電器)
パナソニック LG ハイアール
1500～2000 元 0 0 1
2000～3000 元 0 42 62
3000～4000 元 37 7 97
4000～5000 元 32 25 4
5000～6000 元 1 6 0
[注] 1 元は約 15 円｡
[資料] 国美電器ウェブサイトから作成, 2009 年 9 月 1 日｡
出所：JETRO海外調査部長 高橋俊樹 ｢アジア新興国における日本企業の市場戦略｣
カーの GMは, リーマンショックで経営危機
に陥ったが, その後 2年で復調した｡ その背景
には, 中国での自動車事業の成功がある｡ GM
は, 2010 年には米国内販売を凌駕する 235 万
台を中国で販売し, 中国での自動車シェアの一











利益率は 13.5％と, 北米 6.9％を凌駕する｡
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図表 5 低価格品をアジア市場に投入
日本企業の現地向け低価格商品販売への取り組み
企 業 分 野 取 り 組 み
パナソニック 家電 2005 年, 富裕者層向けに ｢ななめドラム式｣ 洗濯乾燥機を投入｡ 2009 年度
には, BRICs, ベトナムなど現地向け仕様家電製品を 08 年度比 40％増の 70
品目投入を目指す｡
ダイキン工業 エアコン 中国で基幹部品生産のため格力と合弁会社を設立 (2009 年 1 月)｡ 低価格エ
アコンを中国市場に投入｡
富士フィルム デジタルカメラ 新興国向けに, 100 ドル以下のデジタルカメラを 2009 年中に発売｡
コマツ 建設機械 中国で機能を絞ったミニショベルを低価格で投入｡
資生堂 化粧品 高額化粧品に加え, ｢ピュアマイルド｣ など低下価格品を新たに投入｡
キリン ビール 中国子会社が 1本 (640ml) 3 元 (約 45 円) の低価格ビールを製造販売へ｡
フィリピンのビール最大手サンミゲルを傘下におさめ, ASEAN市場での販
売拡大を狙う｡
味の素 調味料 タイ, インドネシア調味料を現地向けに低価格で販売｡
エースコック 即席めん ベトナムで, コメを材料にしためんなど, 現地の風土, 嗜好にあった即席め
んを開発・販売｡ 間食にめんを食べる習慣にあわせ, 小型サイズの商品を投
入｡ 国内シェアは約 6割｡
ユニチャーム 生活用品 マレーシア, インドネシアなどで, 現地ニーズに合わせ, 紙おむつを小分け
で販売｡
マンダム 整髪剤 インドネシアで, 小分けの整髪剤を低価格で投入｡























2011 年 3 月 5 日)｡ 20 年前日本の自動車業界を












いる｡ パナソニックでは, 2006 年に中国・北
京に消費生活研究センターを設けて現地マーケ

























る｡ たとえば, ホンダは日本以外に 15 カ国,
25 拠点で生産し, 部品の調達先は世界で 7～8
カ国 2200 カ所に及ぶ｡ これを 2010 年 3 月には
新興国中心の 3～4 カ所の工場から調達するこ
とにし, コスト 1割削減を目指す｡ そのために,
モデルごとに異なる部品の性能や形態を共通化










































① “Made in Japan”の出番
これまでにみた日本企業の新興国市場に向け
ての生産・販売戦略は, まだ半分である｡ その
事業戦略は, 主に“Made by Japan”, すなわ
ち新興国現地生産・現地販売方式によって展開





はテレビ, 洗濯機, 冷蔵庫, エアコン, バイク,
小型車, マンション等々の購買に走り出した｡
とりあえず基本的機能を備えたこれらの製品が,
新しい生活必需品 (いわゆる 3種の神器) とし




“Made by Japan”は, 価格は少々高いが壊
れない｡ 仮に壊れてもアフターサービス等対応
が良い｡ こういう口コミが広がれば, 販売増大
の希望は大きくなる｡ 実際, ベトナムの 2輪車













































































































































を盛り込んだ“Made in Japan”は, 安心・





1 個 1,500 円のリンゴや 10kg 2 万円の米が売
れている｡ 大企業でなく中小企業でも, たとえ
ばアパレル分野でケーエム縫製 (埼玉県) やファッ















る｡ そこを攻める｡｣ (日本経済新聞 2009 年 6














も多くいる｡ (『日経ビジネス』 2012 年 8 月 20
日その他)
ただし, すでにうえにみたごとく, Made in
Japan でも, 世界オンリーワン技術流出のリ
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買わなければテレビもケイタイ・スマホも作れ

















含まれている｡ ここにある 11 品目だけでも輸
出金額は 6 兆円を超え, 対中国輸出の約 50％
を占めている｡ 同類品目の韓国向け輸出でも,
5 兆円規模に上る｡ ECU (電制御装置) の電装
品や高機能樹脂材料等は, その他の国に対して
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図表 8 インフラの海外輸出など戦略 5分野で稼ぐ
(額は日本の生産額の伸び, 経産省の資料から作成)
出所：日本経済新聞 2010 年 6 月 2 日







FTA 活用でアメリカ, 中国, インドへの輸出
拠点にしよう (ノックダウンではあるが) とす
るのは当然である｡ (中日新聞 2012 年 8 月 30













墜により, 日本は 31 年ぶりに貿易赤字に転落
した｡ (日本経済新聞 2012 年 1 月 12 日) 中
長期的には, 円高 → 企業の海外進出による輸








メ, 食品, 職人技ファッション, 趣味・娯楽品
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